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イリノイ州人権省
イリノイ州人権省（「IDHR」）は、イリノイ州人権法（「法」）を
執行する州の機関です。 

使命

イリノイ州人権省の使命は、州内に住む、全ての個人を違法な差別か
ら解放し、すべての住民のポリシーとして、平等な機会とアファーマ
ティブ・アクションを確立し、促進する事である。

どんな法律？
イリノイ州人権法は、人種、肌の色、
宗教、性（妊娠や性的嫌がらせを含
む）、国籍、家系、年齢、保護ステー
タスの立場、婚姻状態、障害、性的指
向（性認識を含む）、雇用履歴、家族構成（18歳未満の子供がいる
家族）などの理由によって、雇用、金融信用、公共施設や不動産取
引で行われる一切の差別を禁ずる。 

雇用: 法律は、雇用、人選、昇進、転勤、賃金、在職期間、解雇、
規律を含むすべての雇用条件による差別から住民を保護します。

公正な住宅（不動産取引）：住宅や商業用不動産の売却や賃貸にお
ける差別は違法です。このような差別の例をいくつか紹介します： 

•  取引の期間、条件、権限を変更すること。 

• 子供がいる家族に住宅の提供を拒否すること。 

•  障害者の住居を可能にする為の正当な理由による宿泊施設／変更
に対して拒否すること。 

•  レンタルまたは販売において、そのプロパティを詐称していけま
せん。 

金融信用：イリノイ州で事業を行うすべての金融機関は、住宅ロー
ン、商業用または個人ローン、クレジットカードの付与に対する差
別が禁止されています。 

公共宿泊施設：ビジネス、保養、宿泊、または交通機関など、全て
の公共施設などによる商品、サービス、施設の平等な利用に対する
差別は違法です。 

教育におけるセクシュアル・ハラスメント: 管理者、教員、行政職
員、公立や民間の教育機関の教育助手が、歓迎されない過度に性的
な振舞い、または学生への性的行為、つまり、威圧的、敵対的、攻
撃的な環境を作る事による生徒の学業の妨害、学問や課外機会の制
約や障害となる行為をする事は、法律で禁じられています。 

以下の場合、IDHRに差別の訴えを起こす事ができます：

1)	 個人、企業、雇用者、労働団体、雇用機関、または政府機関
により差別的な行為を受けた場合；

2)	 保護されているアナグラムのいずれかの状況に基づいた行
為；

3)	 ５つの対象エリアの中の一つで行われた行為；

4)	 訴えは差別が発生した後、できるだけ早くIDHRに提出しなけ
ればならず、遅くとも差別行為を受けた180日以内でなければなり
ません。 （住宅差別の訴えは一年間許可されています。）
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訴訟の方法
権利が侵害されたと思われる場合は、その疑惑についてIDHRのイン
テークスタッフのメンバーと話し合う事ができます。彼らは、あな
たと面接し、あなたの訴えが法律で保証されている場合、訴訟文を
起草しますので、それに署名して公証する必要があります。IDHRの
スタッフは、訴えの理由について提案をしませんが、差別の様々な
タイプについて協議し、訴訟を起こすための手順を説明します。さ
らに必要があれば、IDHRは他の機関への紹介も行う事ができます。

申立人は、いつ訴訟するかを伝える必要があります：

差別の訴訟を起こす場合、可能な限り詳細な情報を提供する必要があ
ります。 

•  氏名、住所、持っていれば電子メールアドレス、連絡可能な電話番
号、連絡できない場合の連絡先の情報について提供している事を確認
して下さい。

• 差別行為を行ったとされる、雇用主、組合、個人、またはその他の組
織の（名前（複数可）、住所（複数可）、電話番号（複数可））を含
めた、正確かつ完全な情報を提供しなければなりません。

•  差別が行われた最新の日付が必要です。 

•  すべての関連文書のコピーと、目撃者の名前と連絡先情報を提供し
て下さい。

訴えは、電話または人によって書かれた書面で開始することができ
ます。用紙は、IDHRのWebサイトで入手できます。 （個人で訴え
る場合、訪問者は、スクリーニングを受け、建物にアクセスするた
めの写真付きIDを持っている必要がありますのでご注意ください。
）訴訟のコピーと初回の申立て情報は、10日以内に被告人（差別行
為を行ったとされる個人または団体）に郵送で送られます。

調停
調停会議は調査にかわる手順で、迅速に訴訟を解決することがあり
ます。調停は、無料の非公式な手順で、申立人と被告人（「当事
者」という）が自主的な話会いの場を持ち、訓練受けた認定IDHR
調停者が立ち会って、訴訟に対する可能な解決策を模索する為の手
助けを行います。調停プロセスは機密であり、すべての仲介会議
はIDHRのシカゴオフィスで開催されます。調停中（4時間以上かか
ることがあります）に、弁護士が顧問として付き添う事ができま
す。IDHRの調停者は、当事者に対し決定を下す事はありません。和
解を受け入れる事で、被告人が罪の承認を行う事にはなりません。
和解の条件は、金銭的および／または非金銭的要素を含める事がで
きます。調停決済に達した後、当事者に、和解からのオプトアウト
が可能な短い期間が与えられます。当事者が合意に達する事ができ
ない場合、訴訟は調査段階に進みます。 

調査
当事者が調停に参加しない場合、または調停が失敗した場合、調査
段階に移行します。原告と被告人はIDHRの調査に協力する責任があ
ります。 IDHRは、関連文書や人を召喚する権利を持っています。

IDHRの役割は、担当する嫌疑に対して中立的な調査を実施するこ
とです。事件を担当する調査官は、関連する目撃者に連絡して面接
し、当事者から関係書類を取得する場合があります。被告人は、訴
訟に関係するすべての記録を保持しなければなりません。さらに、
被告人は、訴訟を起こした人、または、訴訟の調査に参加したすべ
ての人に対する報復を禁止されています。報復された人は、IDHRに
報復の訴訟をする事ができます。
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事実調査会議
当時者は、IDHRの調査官より行われる対面会議、事実調査会議に出
席しなければならない場合があります。これは、徹底的な調査を行
ったり、早期自主的解決を行ったりする事を目的に考案された調査
ツールです。各当事者は、相手に対して反論または応答のどちらか
の立場に立ちます。正当な理由なく事実調査会議に参加しない場合
は、申立人の訴訟を退けたり、被告人をデフォルトと認定したりす
る結果となります。 

事実調査会議が開催された場合、弁護士が「通知出廷」で参加して
いれば、当事者は法的助言を受ける事が出来ます。しかし、弁護士
は助言者としての役割であり、弁護士が事件について直に知ってい
る場合を除いて、会議で証言はできませんし、当事者のどちらかに
直接質問をすることもできません。 

当事者は、弁護士を伴う必要はありません。調査官は、すべての当
事者が、事件に関する事実と証拠を提示するための完全かつ公正な
機会を持つ事を保証します。申立人は、助言や精神的支援の目的
で、会議に弁護士でなく友人や親戚を同伴する事が出来ますが、そ
の人は、訴訟に関して、直に知っている事についてのみ、証言する
ことができます。さらに必要に応じて、申立人は、会議に通訳を同
伴する事も出来ます。証人も事実調査会議に参加する事ができます
が、この同伴は、捜査者の裁量で決定されます。

調査官は、当事者に質問したり、申立人と被告人に対して、相手の
訴えに対する応答および／または反論の機会を与えたり、かれらの
立場を支持する文書や証人を示す機会を与えたりします。調査官
は、訴訟を調査する上で必要があれば、さらに文書を指定して要求
する事ができます。

調査官は、訴えとそれに対する応答の非公式なメモを取ります。こ
れらの調査ノートは、IDHR規則に従った特権であり、いずれの当事
者にも許されない場合があります。

事実調査会議を招集しない場合、調査官は、申立人と被告人に個別
に連絡をとり、事実と証拠を収集します。

判定と結果
調査の後、報告書によって、法に違反した「実質的な証拠」がある
か否かの判断の準備を行います。「実質的証拠」が確認されれば、
申立人は、イリノイ州人権省（「委員会」）（申立人または申立人
の代理であるIDHRより、出願された苦情の聴聞会を実施する機関）
または、該当する州巡回裁判所に訴える事ができる十分な証拠があ
る事を意味します。そのフォーラム（委員会または巡回裁判所のい
づれか）は、証言を聞き、証拠を受領し、違法な差別が発生したか
どうかを決定します。

実質的な証拠が発見された場合、申立人は、1）IDHRに、申立人の
代理として委員会に訴訟するよう要求するか（法律で定められた期
間内に）2）該当する州の巡回裁判所に民事訴訟を起こすか（法律
で定められた期間内に）の選択肢があります。 

住宅に関する事件または、申立人が委員会に苦情を申し立てる事を
IDHRに要求した場合、当事者が解決するのを支援したり、訴訟に対
する「調停」を支援したりするために、IDHRの弁護士が割り当てら
れます。和解合意に達しない場合、IDHRは、申立人の代理として委
員会に市民権違反の申し立てをします。申立人は、委員会の前で事
件を証明する責任を負います。

IDHRが差別の「実質的な証拠がない」と判断した場合、訴訟を退け
ます。法律で指定された期間内であれば、申立人は、1）委員会*に
再審請求を行うか、2）該当する州の巡回裁判所に民事訴訟を開始
するかの選択肢があります。（住宅に関する事件の場合、＃1のみ
選択可能です）
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さらに、同法で指定された期間内で、IDHRによって被告人に、「デ
フォルト通知」が発行された場合、委員会*に審査請求をする事が
できます。委員会の最終的な命令に対して、該当する控訴裁判所に
上訴することができます。
*2008年1月1日以前に提出された訴訟の再審請求は、IDHRのチーフ法律顧問に提
出されています。

プロセスはどのくらい時間が
かかるの？
人権法により、IDHRは、すべての手続きを遂行して、365日以内に
当事者の書面による合意によって訴訟を完了するか、延長するかを
見極めなければなりません。（実務上不可能でない限り、住宅に関
する訴訟は、出願後、100日以内に完了しなければなりません。）
IDHRは、時間内での調査を完了するためにあらゆる努力を行いま
す。しかし、調査官は調査を完了させる為に、期間の延長を請求す
る事ができます。一方または双方の関係者が、延長に署名する事を
拒否し、IDHRが、訴訟が提出された日から365日以内に、判定や棄
却の通知を行わない場合、申立人は、90日以内に、委員会に苦情を
申し立てるか、該当する地域の巡回裁判所に民事訴訟を開始する事
が出来ます。申立人が、委員会に苦情を申し立てるか、州の巡回裁
判所に民事訴訟を開始しない場合、この件に関して、それ以上の行
動を起こす事はできません。 （住宅に関する事件では、期間延長は
認められていません。）

 

イリノイ州人権委員会
委員会は、IDHRにより出願された苦情の公聴会を行う独立した州
の機関です。 IDHRは、委員会に属する機関ではありません。両者
は、行政裁判官と委員会より前に、適切に事件を表現したり定義
したりする為の法的代理者です。

	

申立人がこの段階で勝利すれば、裁判官は、法律で許可されている
救済を申立人に「完全」に行うよう命令する事ができます。救済に
は、未払い賃金、損失、人事ファイルの消去、精神的損害、雇用、
昇進、復職、復職が不可能な場合のフロントペイ、弁護士費用とコ
ストを含める事ができます。この法で、懲罰的損害賠償、つまり、
雇用者を処罰することを目的とする損害賠償を含める事はできませ
ん。

連邦政府機関および連邦裁判
所との関係
申立人の連邦権利を保護する為に、IDHRは自動的に、米国雇用機会
均等委員会（EEOC）に適格雇用訴訟をクロスファイルし、ワーク
シェアリング・アグリーメント政府機関の管理下でEEOCの調査を
実施します。同様に、住宅に関する事件は、住宅都市開発の米国エ
ネルギー省（HUD）にクロスファイルします。

雇用訴訟に関する申立人は、連邦裁判所に事件の提出を行う為
に、EEOCに「訴権のお知らせ」をいつでも要求できます。訴権の
お知らせを要求している場合、IDHRでの訴えを撤回することをお勧
めします。申立人が、IDHRに提出しているのと同様の問題を連邦裁
判所に提出し、IDHRから撤回していない場合、IDHRは調査を中断し
ます。

訴訟を取り下げた方がよいかどうかの判断に困る場合、事前に弁
護士に相談することをお勧めします。IDHRは中立的な立場なの
で、IDHR代理人は、申立人または被告人に法的助言を与えることは
できません。
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IDHRが行う別のサービス
トレーニング：トレーニング＆デベロップメント研究所（「協会」
）は、イリノイ州の各地で、職場や自宅における文化の多様性の認
識を高めるために設計されたトレーニングを行っています。認定ト
レーナーは、現実のシナリオを使って、理解を深める事で係争を
解決する方法や、セクシュアル・ハラスメント防止のような非差別
要件など、公正雇用法や実施に関する情報を提供しています。配布
資料は、独立した研究機関とオン・ザ・ジョブ・リファレンス・ツ
ールから提供されています。研究所は、人事認定機関によって承認
されており、人事認定のためのトレーニング・モジュールを提供し
ています。公的、民間両方のセッションが提供されています。料金
は、オン・サイト・トレーニングに適用することができます。さら
なる情報やトレーニングのスケジュールについては、 
（312）814-2477へお問い合わせください。

アファーマティブ・アクションの実施：国家機関リエゾン・ユニッ
トは、モニターを実施し、雇用機会均等とアファーマティブ・アク
ション（「EEO/ AA」）への準拠を促す執行機関に技術支援を提供
しています。ユニットはまた、障害者雇用（「ICED」）の為の、州
の政府機関委員会の代理機関でもあります。

公共契約：15人以上の社員を採用する企業と個人は、イリノイ州に
置くいかなる形態の事業であっても、事業の開始を出願する365日
前までに、公共契約ユニットを通して適格入札者番号を登録する必
要があります。これは、均等な雇用政策を実施し、IDHRの規則や規
制に従う事を確認する為の手続きです。

教育とアウトリーチ：アウトリーチのスタッフは、IDHRの広報部門
です。人権問題について、公共の情報を維持するための継続的な努
力の一環として、スタッフは地域や市民団体に向けたワークショッ
プ、研修、イベントやプログラムを調整するだけでなく、マスコミ
や一般市民からの情報の要求に応じます。
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その他の情報の連絡先：

イリノイ州人権省
執務時間：月曜日から金曜日までの午前8時30分から午後5時
インテーク面接：月曜日から金曜日までの午前8時30分から午後3時
（金曜日はインテーク面接を行いません。）

ウェブサイト  www.illinois.gov/dhr 
シカゴ	 	 	
James R. Thompson Center		
100 West Randolph Street, Suite 10-100		
Chicago, IL 60601		   
(312) 814-6200 or (800) 662-3942
(866) 740-3953 (TTY)
(312) 814-6251 Fax

スプリングフィールド	
222 South College St., 1st 
Floor	
Springfield, IL 62704
(217) 785-5100 
(866) 740-3953 (TTY) 
(217) 785-5106 Fax
マリオン
2309 W. Main St.
Marion, IL 62959
(618) 993-7463 
(866) 740-3953 (TTY) 
(618) 993-7464 Fax

このパンフレットは、イリノイ州人権省の主
要なサービスおよびプロセスを理解するため
の一般的なガイドブックです。このガイドブ
ックでは、差別または、記述とは異なって処
理されるかもしれない個人的なケースの全て
の質問に答えるものではありません。IDHR
は、全てのケースに適用する独自の規則や手
順があります。記載のトピックについてのご
質問は、お近くのIDHRオフィスに電話して
ください。
アメリカ障害者法、1973年制定リハビリ
テーション法セクション504、イリノイ州
人権法に準拠して、IDHRは、すべてのプ
ログラムが障害を持つ有資格者によって、
容易にアクセス可能であり使用可能である
ことを保証します。ADAコーディネーター
は、(217)785-5119（音声）または（866
）740-3953（TTY）にて、コンプライアン
ス要件に関する追加情報を提供することが
できます。 

イリノイ州当局発行
(062015-JPN-WEB)


